第1章 B第１分科会「災害と市民活動」直し.doc


趣　旨

　未曾有の被害をもたらした阪神・淡路大震災は、目に見える建造物のみならず市民の生活をも破壊しました。あれから３年半が経つ中で、被災地はどのように“まち”を復興し、コミュニティを再生しようとしているのか。市民団体がまとめた『市民がつくる復興計画』を紹介しながら、これからのまちづくりを考えます。また、その活動の中から生まれた「レスキューストックヤード」という拠点づくりの構想を提案します。

■パネラー
●今田　忠／阪神・淡路コミュニティ基金代表
●松本　誠／神戸新聞情報科学研究所副所長、明石まちづくり研究所代表
●石井布紀子／プロジェクト結ふ代表
●栗田暢之／震災から学ぶボランティアネットの会事務局長
■コーディネーター
●高原　稔／地域問題研究所企画部長
■コメンテーター
●中田　實／まちづくり交流フォーラム代表、愛知学泉大学コミュニティ政策学部長）

■タイムテーブル

13：30　開会、趣旨説明

13：40　事例報告と質疑

15：00　休憩

15：15　交流討論

16：30　閉会・まとめ

第１部　被災地は「今」どのように復興しようとしているか？

　

石井布紀子　

プロジェクト結ふ代表

　　阪神・淡路大震災が起こる前までは、小さな塾を開きながら、その塾の全国展開のネットワークに参画し、全国の仲間といろいろなイベントに参加していた。さらに、自分の塾の教室を、地元の子育て中の女性たちのネットワークなどに開放していたため、地元西宮だけでなく、全国に知り合いがたくさんいた。

　1995年 1月17日は、前夜から仕事を続け、うとうとしていたときに、物凄い揺れに襲われた。まるで遊園地にあるフライングカーペットのような、爆発音のような音と一緒にズドーンと突き落とされるような揺れだった。たくさんの本や物に埋ってしまい、着の身着のままで30分くらいかけて外へ出たが、外は真っ暗で、弟が自分を確認してくれて、その後は近所の方を救出した。ガス漏れを止めたり、友人を自転車で探し回ったりしていた。高速道路がぐちゃぐちゃで、空が見えないはずの43号線で空が見えたり、電線が落ちてきていたり、 1階がつぶれた家、物凄い悪臭…、どこまでいっても「何これ?!」というのが１日目の町の状態だった。

　そのような中で、アッという間に塾は緊急救援の拠点になり、県外からたくさんのボランティアが駆付けてくれた。毎日入れ替わるボランティアにはまず、ニーズ調査をしてもらい、それを基に活動を決めてもらっていた。その中で一番大きく行った活動は炊き出しだった。ボランティア側には「自分たちが帰った後、残った人が困らないような活動」をするように協力してもらった。地域住民と一緒に炊き出しをしたり、わざと自治会を快く思ってない人をひっぱってきたりして、住民の人たちがどう避難所運営をしていくかにポイントを絞って、ボランティアばかりが頑張るのではなく、地域住民の方から自発的に助け合いが生まれるようにと計画を立て、炊き出しを行った。

　活動を続ける中で、日頃から付き合いのある仲間との顔の見える関係のおかげで、活動がスムーズに行くことがあった。信頼関係からお互いに言いたいことを言うことができるが、それによってメリットもデメリットもあった。

　３カ月間で6000人以上のボランティアを受入れたが、ボランティアというものがどんなものかわからないときに、単なる一被災者である自分が、ボランティアを受入れたりコーディネートしたりしたことはよくなかったのではないかと思っている。身辺自立ができてないボランティアもいたが、被災者の方にどうすればいいんだろうと真剣に考えている方もいて、そんな人たちを上手くコーディネートできなかったのではないか、顔の見える関係のネットワークをいかしたことが果たしてよかったのかどうか、４年間ずっと考え続けている。

　　

松本　誠　

明石まちづくり研究所代表、神戸新聞情報科学研究所副所長　

　地震発生直後から、被災地の状況を把握して復旧復興にどう展開していくかという視点から、有識者や福祉関係者などの意見を取り入れた民間からの復興提言、復興計画を発表した。震災復興という見方だけでなく、平常時からのまちづくりにそれをどう生かしていくのかに重点をおいて作った。

　震災の教訓としてまず考えられることは、近代的な都市づくりを進め、便利さを求め、自然との共生や地震に対しての防護策を講じてこなかったことから、まちが壊れてしまったということが言える。今後、ライフラインや道路、建物などのハード面においては分散型にするなどの改善が必要である。次に言えることは、人間一人一人がもっと自立することが大切である。災害発生から３日間は、消防も救急も救援困難な状態なので、お互いに協力して、人命救助から食事や水の確保までの全てを自分たちでやらなければならない。そのためには、日頃から災害への備えが必要である。最後に最も大切なのは、コミュニティの形成が必要だということだ。震災が発生してからの１年間に 150万人ものボランティアが救援に駆付けた。彼らと被災地の住民とが一緒になって 100以上もの「まちづくり協議会」が立ち上がり、たくさんのボランティアに支援され復旧復興にむけて活動が展開された。

　震災が起きる以前までの神戸には、真野地区という例外を除いては、非常時にも対応できるコミュニティが存在していたとは言えない。真野地区では、地震発生直後から地区住民の助け合いが始まり、人命救助、安否確認から弁当や物資の配給まで、地区住民が中心になって行われた。この例外を除いてほとんどの地域自治会はコミュニティができておらず、たくさんの住民が小学校などの避難所へ避難してきても、平常時の地域自治会が機能できなかったので、行政職員やボランティアが自治管理を行なっていた。そんなところへ組織的に活動できるボランティアが入っていき、救援支援活動を行っていった。

　しかし、震災発生から時間が経つにつれて、道路などのハード面の復興と共に都市計画が進んでいく中で、そこにばかり目がいき、住民同士でどう助け合っていくのか、どんなまちづくりをするのかというところに行動がつながらなくなっており、足踏み状態である。本格的な住民参加のまちづくりを考えていく上で、行政とどう付き合っていくのか、何から始めていけばいいのかというところを考える時期にきている。問題が見えにくい分、これからが本番である。

今田　忠　

阪神・淡路コミュニティ基金代表
　世界的に近年は地域社会を活性化させることを目的としたコミュニティ財団が立ち上げられている。日本にもそんなコミュニティ財団が必要であると、1991年に大阪にコミュニティ財団が作られた。地域住民がお金を出し合って地域で活動する団体を支えるというシステムができつつある。この「阪神・淡路コミュニティ基金」は、市民活動をお金の面でも助成しながらその活動に参画するということをコンセプトにしている。ボランティア活動をするにも、ＮＰＯ活動をするにも、活動にはお金がかかる。救急救援ではなく、住民参加のまちづくりというボランティア活動を行う時に、一定のコンセプトを持っている団体を資金で評価し支援していこうという立場に立っている。住民参加のまちづくりをしていく時に、その実行部隊である自治会やＮＰＯを、地域住民が助成してくれたお金で支援していこうというシステム、つまり、活動を支えるための基金・融資という助成のシステムを、ここ神戸から定着させていこうとしている。まだまだボランティア活動はお金がかからないと考えている人が多い中で、こういった活動を行うことでインパクトを与えていきたい。

栗田暢之　

震災から学ぶボランティアネットの会事務局長
　震災発生直後、社会福祉学部を持つ同朋大学の学生課職員として、学生を取りまとめ一緒に被災地へ入り、支援活動に参加した。同朋大学は真宗大谷派の系列ということから、、大阪の難波別院を拠点に活動を展開した。難波別院の宿泊施設には門限があり、被災地に入り浸らずに帰ってくることで、疲れを癒したり、友人と議論したりしてリフレッシュして次の活動に向うことができた。この精神が今も続いている活動に原動力だと言えよう。　しかし、 150万人とも言われるボランティアが活動をした訳だが、救援物資を送ったとか、被災地で炊き出しをやったとか、ボランティアの美化された部分ばかりが注目される一方で、実はお節介だったり、迷惑をかけたことがあったのも事実である。ボランティアとはどんなものなのかということを知らずに、直接被災地に行ったものがほとんどだった。社会福祉を学ぶ学生なので、助け合う社会を求めることに敏感だったが、実際にボランティアに入ってどうしたらよいかということが全然分からなくて、その時に初めて知ったという学生も多かった。同朋大学主催で炊き出しをした時、学生は作るだけ、被災者は食べるだけという役割分担ができてしまって、思い描いていたような交流はほとんどなかった。そんな状況を目の当たりにして傷ついたり、自分は何をしているのだろうと思い悩んだりする学生もいた。この時には、自分がイメージするボランティアと現実との相違点、実際活動して感じたことを振り返り、次の活動にどうつなげていくかという作業が必要だったのだという反省がある。

　阪神・淡路大震災というと、倒壊家屋やガレキの山、避難所などというもので形容されがちだが、目に見える部分の復興の影に、弱い人たちをもっと弱くしてしまうような環境があって、そちらの方が深刻な問題であると考えられる。これは神戸だけの問題ではなくて、日本の文化や社会に根づいており、重要問題と認識しておきながらどんどん忘れていってしまうという矛盾した状態を作り出している。 100以上もの「まちづくり協議会」が生まれ、市民復興計画を作り、盛り上がった神戸でさえ、今は活動が停滞しているのが現実だ。しかし、東海地震が叫ばれているなかで、今度こそ神戸の教訓をいかしたいと考え、今も被災地を見つめている私たちから、その具体的な例としてレスキューストックヤード構想を発表したいと思っている。

中田　實　

まちづくり交流フォーラム代表
　ここまでの４人の話には、２つのポイントがあった。一つは、人命救助や消防というようなことは、個人レベルには限界があり、システムづくりが必要である。これは災害時にも通じることがあり、防災計画やまちづくり制度などにおいて、どんな展開をしていくかを考えなければならない。

　もう一つは人と人との心のつながり、助け合いといったようなコミュニティの大切さという話があった。何か目標のある体制をつくろうとすると過剰に力を発揮する人がいて、上手く機能しないこともあった。また、日本社会では役割分業というものがあって、災害の中においてもその枠組みはなかなか取り去れない。何かきっかけがあれば前進すると思われるが、そのきっかけすら枯渇している。人と人とのつながりを作っていくということでコミュニティは期待されている。地域や職場の中で肩書きや役職と関係なく、一人の住民としてかかわっていくこと、つまり、平常時の人と人とのつながりが大切であって、その中での役割分業を見直し、分業意識を乗り越えていくことが必要である。ここがコミュニティ作りの出発点といえる。この２つの点は阪神・淡路大震災からの教訓である。

第１部の質疑応答

Ｑ１，阪神・淡路大震災において、コミュニティを作り上げる段階で企業は市民に対してどんな支援を行ったのか。また、市民参加のコミュニティづくりには行政とのかかわりが必要だが、具体的にどんなことがあるのか。

Ａ１，（今田氏）コーポネットフィランソロフィーは日本では「大阪ボランティア協会」が中心になって、「阪神・淡路大震災被災地の人々を応援する市民の会」が震災時にできた。大阪では企業が持っている施設を無料開放したり、金額面でも支援をしたりしていた。しかし、神戸では企業自体が被災していたため、そういった活動は弱かった。企業が社会貢献のために支出するという考え方は、これからの経営思想に必要であろう。昔は企業城下町といわれるような地区があって、企業と地域が一体になってしまい、企業のすることに住民は何も言えない状況もあったが、それは変化してきている。市民社会における企業という考え方が、先進国だけでなく、アジアの国々でも定着させていくことが課題である。

（松本）個別に企業が地域のコミュニティ支援活動に参加するということも増えてきている。企業内の個人が居住する地区のコミュニティ団体に資金助成や人的サポートをしたり、株券を基金にして配当を資金助成にするという共存関係ができてきたりしている。現代社会は、行政、企業、市民から構成されているが、行政セクターが大きく市民セクターが小さかったため、市民主体の社会が築かれにくかった。行政セクターと市民セクターの交わる社会といえる「公共」を考える時、行政と市民とがどうかかわり、どんな連携関係をつくっていくかが課題である。行政機関の中には、市民活動支援課というような窓口を設けて、市民活動を支援していくところも現われている。総合的なまちづくり、コミュニティづくりは始まったばかりだ。

第２部　震災から学ぶ“まち”の拠点「レスキューストックヤード」構想

栗田暢之

レスキューストックヤード構想プレゼンテーション
　私の考える「レスキューストックヤード」は、地域の拠点であって、親しみやすく、部屋がたくさんあって使い勝手がいいというところから、廃校をイメージしている。「レスキューストックヤード」の原点は、自然の猛威の前では無力だったことから教訓を得て、震災から学ぶというところにある。

私たちが震災ボランティアとして活動していく中で、非常に迷惑になった救援物資について、ルールやマナーなどを考えて検証した「物資が来たぞう!!考えたぞう!!」という本を作った。その中で、救援物資の収集や仕分けは被災地外で行って、必要なものをタイムリーに届けられるシステムが必要だという提言をし、物はあらかじめストックしておいて緊急時には必要なものだけを届けようということから、「レスキューストックヤード」構想が生まれた。この構想には、21世紀のキーワードとも言えるリサイクル、リユースという視点、まちづくりや村おこしといったような地域コミュニティの視点からも考えることができる。震災にばかり目を向けるのではなく、日常の活動の中で緊急時だけは災害ボランティアに変わるというような転換が必要であって、その日常が緊急時には生きてくる。神戸から得た大きな教訓を、防災という視点だけから捕らえるのではなく、広い視野から震災ということを捕えていかなければならない。具体的には「レスキューストックヤード」は学校をイメージしており、リサイクルやボランティア活動などの拠点にもなり得る。パソコンや各団体の書類を置いたり郵便物が届いたりというような、いろいろな機能を持ったボランティア活動拠点でもあり、救援物資を平常時から受け付け、仕分け、保管したり、小・中・高生などのボランティア体験の場になったりする。利用時間や宿泊施設など管理形態を工夫することで、緊急時の拠点となり、住民はいち早く駆け付け、ボランティアを受け付けたり、救援物資を送ったりできるボランティアセンターという機能を果たすことができる。リサイクルというところに重点をおくことで、これから村おこしをしようとする行政には、地球に優しい町だとかいううたい文句になる。

　実際、横浜市にある「神奈川県民活動サポートセンター」は、ボランティアが自由に出入でき、ボランティア活動に必要な資器材が揃えられ、ボランティアと行政職員が和気あいあいと活動している。活動を続けていく中で、そういうものがなくて困っているという団体はたくさんあって、こんな機能を「レスキューストックヤード」で果たしたいと考えている。

　リサイクル団体の方にきいたところ、リサイクルというと、まだまともなものが集ってくるが、救援物資というとごみのようなものが集ってくる。そんな物でも、受け取る側は「ありがとう」と言わなければならないような上下関係があって、それは伊勢湾台風の時と同じで、変化していない。「レスキューストックヤード」があれば、たくさんの物を次の災害に役立てることができる。

　公共というと行政がイメージされるが、行政だけでなく、ＮＰＯやボランティアが担っていく必要がある。「レスキューストックヤード」はまちづくりの一環であって、行政、地域住民、企業の３者がどんなふうに運営していったらよいかを議論していくことが必要である。この提案は行政に持っていき、話合っていく。これに対するマンパワーは、賛同して頂ける地域住民やＮＰＯ団体を誘っていきたい。行政も同じテーブルで巻き込んでいきたい。

第２部の質疑応答

Ｑ１，自治会の役員をやっているのだが、地域では高齢化がすすみ、独居老人も増えている。緊急時の備えとして、日頃どんなことをしておいたらいいのか。

Ａ１，日頃やったことがないことが起こるとパニックになる。いろんな場合を想定して訓練し、準備しておくと、有る程度パニックは防げる。また、それによって、助け合いが生れ、ストックしておきたいものも分る。地域性はないが専門性があって自治会とは違う任意団体というものがある。自治会と任意団体とのネットワークをどうつくっていくかも課題である。

　行政が持っている住民台帳とは別に、地域住民の合意の基に、世帯構成や緊急の連絡先などを調査しまとめておく。コミュニティの中で、それを把握することは防災の第一歩でもある。

Ｑ２，「レスキューストックヤード」構想が実現するまでの間、今あるコミュニティセンターや生涯学習センターはもっと一般的なものとして地域に呼び掛けていきたいと考えている。しかし、実際は防災やココミュニティの大切さを訴えてもなかなか理解してもらえない。具体的にどんな活動をしていったらよいか。

Ａ２，社会資源としてのコミュニティセンターなどは、一部の人しか使っていないし、非常に使いにくい。マンモスフリーマーケットのような若い人も気軽にかかわれるようなイメージを「レスキューストックヤード」に取り入れたい。活動に関しては、自分たちの足で歩いて調査したり、意見を求めたりすることから顔のみえる関係ができてくる。批判されることもあるだろうがそれも大事だ。また、防災という観点から入っていくと行き詰まってしまうので、フリーマーケットなどのように楽しむ要素も取り入れていくことも必要だ。

Ｑ３，廃校を利用したいということだが、立地条件もポイントだと思うが…。

Ａ３，尾張旭市に近いところに廃校があるときいている。廃校にこだわらず、企業の施設などでもよい。

Ａ３：神戸では、商店街の空き店舗を大学のゼミナールの場として利用している。その場所が学生の溜まり場になり、商店街の活性化につながっている。そういう利用方法もある。

Ｑ４，救援物資は被災地外の自分たちの町で集め、仕分けるのがよいということだったが、どこへ送ったらよいかという確かな情報は、震災から学ぶボランティアネットの会で集約してもらえるのか。

Ａ４，阪神・淡路大震災でも、伊勢湾台風でも救援物資についての情報を確かめることができる機関はなかった。そのためにいらないものがたくさん送られてきた。阪神・淡路大震災の教訓をいかそうという「震災がつなぐ全国ネットワーク」という団体があるが、北関東の豪雨災害では、「物資はいらない」という情報を現場が発信し、それを私たちが受信して、全国の仲間と共有できたということがあった、これは一つの成果だと考えている。もしも、「物資が必要だ」ということであれば、受入れ窓口はその対応におわれることになる。そんな時に「レスキューストックヤード」があれば、その役割を担うことができるし、全国の情報が集まってくる拠点にもなり得る。情報というものは本当に難しいが、これからの自分たちの活動の役割としてあると考えているので、きちんとやっていきたい。

全体の質疑応答

Ｑ１，阪神・淡路大震災でのマスコミ報道について、新聞関係者という立場からの意見を教えてほしい。

Ａ１，東京と地元のマスメディアには際立った違いが見られた。東京のマスメディアは、絵になるところしか取り上げていない。これはマスコミの持つ悪しき体質である。被災者に役立つ情報というものを、どのように提供していくかが課題。メディアにおける防災・災害訓練として体制を組んでいかなければならない。震災におけるメディアの対応は、全国のメディアの大きな課題である。

Ｑ２，石井さんに。普段はそれぞれのボランティア活動をやっている人たちが、緊急時には集まって活動をすることになる。日頃の活動は緊急時には役立つとは思うが、実際に被災したら一体どれだけのことができるのか不安だ。

Ａ２，緊急時にいろいろな方の力を集めることはすごく大変だが、できるだけ、その人たちの普段の活動に近いところのものを集めるほうがいい。日常の活動を大事にして、日常から逸脱しないところから始めていくのがいいだろう。

　　「プロジェクト結ふ」のように、その人その人の関わり方があって、それを相互調整しながら今までやってきている。いろんな人の自発的な活動を調整させてもらいながら継続的に支援をしてきて、その中心にいたのが自分だ。一被災者である自分にいろんな方が力を注いで下さったことに甘えてしまったのは間違いだったのではないかという自分に対しての反省がある。決して、日常のつながりを大事にして活動し、そのメリットやデメリットを確認しながら被災者の方を応援してきたことが間違っていたといっているのではない。そんないろいろな人たちの気持ちを預かったセンター側として、そのやり方自体にいくつか問題があったのではないかということに、４年かかって気付きかけている。

分科会１まとめ　中田　實

　行政も企業もそれなりに変化してきている。高齢者や独居老人が増加している地域組織の中では、災害時にはコミュニティが必要である。コミュニティにもいろんな幅がある。共同生活の中では人はお互いに助け合っていかなければ生きていけず、これが社会の原点であることを再確認し、維持しなければならない。しかし、防災やコミュニティの必要性は分かっていても、なかなか関心は持てないし、一方では、楽しむことも必要ではあるけれどそればかりでは前に進まない。コミュニティに関心があって活動を続けているが、それだけでいいのかという反省も出てくる。自分がかかわっている以外のことが分からないという反省もある。

　人は自分の権利を主張するけれども、それだけでは権利を守ることにはならない。他人がやっていることには関与しないというのではなく、お互いにある程度譲り合って、共同でより安心で快適な状況を作っていこうとすると、コミュニティを考えることなしに前進できない。この中で最も重要なのは、プライバシー問題である。プライバシーを守るということは、生活の中の安心・安全を犠牲にしているということがいえる。コミュニティについて考えなければ、より安心で快適な生活は望めない。自分の生活の在り方を見直すことが、コミュニティづくりや防災の出発点である。

第１分科会


「災害と市民活動～どうする？コミュニティ～」
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